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NY マーケットレポート（2021 年 6 月 8 日） 
 

 
出所：SBILM 
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NY 市場レポート （前日 21 時 00分～午前 5時 30分まで） 
 

米国の主要な経済指標の結果 

4 月貿易収支 -689億 USD（予想 -685億 USD・前回 -744 億 USD⇒-750億 USD） 

4 月の米貿易収支では、赤字額が市場予想を上回ったものの、4ヵ月ぶりに減少した。1992年以降最大の赤

字額となった反動に加え、輸入が-1.4％となったことが影響し、サプライチェーン（供給網）の混乱が起き

ている自動車・同部品、消費者向けの商品が低迷した。4 月の輸入は 2738.9億ドル、輸出は+1.1％の 2049.9

億ドルとなった。対日赤字は+3.5％の 61.0億ドル、対中赤字は-6.7％の 258.3億ドル、対メキシコ赤字は

-2.7％の 96.2億ドルだった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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4 月 JOLT 求人件数  928.6 万件（予想 820.0万件・前回 812.3万件⇒828.8 万件） 

4 月の米求人件数は市場予想を大幅に上回り、過去最高を更新した。求人件数は広範な業界・業種に及んで

おり、ワクチン接種の拡大で経済活動の回復が進んでいることを背景に、人材確保の動きが加速しているこ

とが示された。自発的離職者は 400 万人（前月 351万人）、離職率は 2.7％（2.4％）とともに増加しており、

求人件数が多く、労働者の条件選択の傾向が高まりつつあると考えられる。 

 

データを基に SBILMが作成 
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ダウ平均株価が続落、ナスダックは 3営業日続伸 

米株式市場では、ポジション調整の売りが先行し、主要株価指数は序盤からやや上値の重い動きとなった。

しかし、先週末の米雇用統計以降、米長期金利の低下傾向が続いていることが株価の下支え要因となり、そ

の後は底固い動きとなった。ただ、量的緩和の縮小時期を見極める上で注目される 5月の米消費者物価数の

発表を 10日に控えて様子見ムードが強まっているとの指摘があるなど、値動きは限定的だった。ダウ平均株

価は、序盤から軟調な動きとなり、一時前日比 177ドル安まで下落した。その後、下げ幅を縮小し、35 ドル

高まで上昇したものの、結局 30.42 ドル安（-0.09％）で終了した。一方、ハイテク株中心のナスダックは、

43.19 ポイント高（-0.31％）と 3営業日続伸となった。 

 

データを基に SBILMが作成 
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ドル円・クロス円は狭いレンジ内の動き 

NY 市場では、序盤に発表された 4月の米貿易収支で赤字額が縮小したものの、マーケットの反応は限定的だ

った。背景には、マーケットが注目する米国の量的緩和の縮小時期を見極める上で重要とされる 5月の米消

費者物価指数の発表を 10日に控えて様子見ムードが高まっていることが影響していると見られている。その

中で、先週末の米雇用統計以降、米長期金利の低下が続いていることを背景にドル売りが先行し、ドル/円は

一時 109.27 まで下落したものの、アジア時間に付けた 109.20には届かなかった。一方、クロス円もドル/

円の下げに連れ安となったものの、その後は対ドルで上昇したこともあり、終盤まで底固い動きとなった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


